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平成１６年３月期   中間決算短信（連結）      平成 15年 10月 29日 
 
上場会社名 富士通フロンテック株式会社 上場取引所 東京 
コード番号 ６９４５ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.frontech.fujitsu.com/） 
 代表者役職名 代表取締役社長  
 氏名 宮澤達士  
問合せ先 責任者役職名 総務部長  
 氏名 福原満夫 ＴＥＬ （042）377－5112 
中間決算取締役会開催日 平成 15年 10月 29日   
親会社名 富士通株式会社 （コード番号：6702） 親会社における当社の株式保有比率 53.6％ 
米国会計基準採用の有無 無   
 
1. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日） 
（1）連結経営成績                  記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15年 9月中間期 43,966 0.6 1,217 △50.7 671 △63.0 
14年 9月中間期 43,690 123.7 2,467 － 1,813 － 
15年 3月期 85,171  3,856  2,702  
 
 1株当たり中間 潜在株式調整後 1株当 

 
中間（当期）純利益 

（当期）純利益 たり中間（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 

15年 9月中間期 254 △75.5 10.59 － 
14年 9月中間期 1,037 － 43.21 － 
15年 3月期 1,103  43.61 － 
(注) ①持分法投資損益 15年 9月中間期 －百万円 14年 9月中間期 －百万円 15年 3月期 －百万円 

 ②期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期 24,004,241株 14年 9月中間期 24,010,058株 15年 3月期 24,007,921株 

 ③会計処理の方法の変更 無   
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2）連結財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
15年 9月中間期 51,350 24,761 48.2 1,031.58 
14年 9月中間期 47,593 24,731 52.0 1,030.12 
15年 3月期 49,675 24,678 49.7 1,025.74 
(注) 期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期 24,003,713株 14年 9月中間期 24,008,736株 15年 3月期 24,004,612株 

 
（3）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー  
投資活動による 
キャッシュ・フロー  

財務活動による 
キャッシュ・フロー  

現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
15年 9月中間期 3,631 △419 1,658 7,035 
14年 9月中間期 4,647 △1,346 △735 5,709 
15年 3月期 2,754 △3,179 △625 2,197 
 
（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 6社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社 
 
（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）  1社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社 
 
2. 16年 3月期の連結業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 
 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 
通 期 97,500 3,800 2,050 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 83円 07銭 
※ 上記に記載した予想数値は，現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり，多分に不確定な要素を含

んでおります．従いまして，実際の業績等は，業況の変化等により，この資料に記載されている予想とは大きく

異なる場合がありますことをご承知おき下さい． 
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企業集団の状況 

  

当社の企業集団は、当社、親会社および子会社 6社で構成しております。 

 当社の親会社である富士通㈱はインターネットを基軸としたＩＴ（情報技術）産業のリーディン

グカンパニーとして製品およびサービスの開発・製造ならびに販売を行っている富士通グループを

形成しております。 

 当社は、金融自動機、営業店端末、公営競技関連機器（トータリゼータ端末）およびＰＯＳなど

の製品を親会社および同グループに対し納入しているほか、当社自主製品として直接顧客に対し表

示装置およびモバイル決済端末などを販売しております。 

 海外子会社である韓国の FKM Co., Ltd. は、金融端末機器（ＡＴＭ、ＣＤ）の開発、製造、販売

および保守を、FUJITSU DIE-TECH CORPORATION OF THE PHILIPPINES は、メカコンポ

ーネントのローコスト化製品を当社へ供給しているほか、金型およびハードディスク用加工部品を

製造し直接顧客に販売しております。国内子会社につきましては㈱ライフクリエイトは、当社工場

の施設管理ならびに従業員に対する福利厚生事業および人材派遣業を行っており、富士通フロンテ

ックカストマサービス㈱は表示システムの設置工事および保守のほか、表示ユニットの販売を行っ

ております。㈱プロダクトサービスエンタープライズは富士通グループへの納入製品のリペアサー

ビスを事業としており、一次診断、簡易修理、評価を行っております。 

 また、本年 10月 1日、中国上海市に当社全額出資の子会社「富士通先端科技（上海）有限公司」

を設立し、成長を続ける中国市場において金融・流通・表示システム事業の拡大を図ってまいります。 

 なお、企業集団の状況についての系統図は次ページのとおりであります。 
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FKM Co., Ltd. 
（連結子会社）1社 

株式会社ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ 
.ｻｰﾋﾞｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 
（連結子会社）1社 

FUJITSU DIE-TECH 
CORPORATION OF 
THE PHILIPPINES. 
＜メカトロ部門＞ 
（連結子会社）1社 

富士通ﾌﾛﾝﾃｯｸ 
ｶｽﾄﾏｻｰﾋﾞｽ株式会社 
（連結子会社）1社 

FUJITSU DIE-TECH 
CORPORATION OF 
THE PHILIPPINES. 
＜金型･HDD部門＞ 

株式会社ﾗｲﾌｸﾘｴｲﾄ 
（連結子会社）1社 

製品・ 
ｻｰﾋﾞｽ 

製品・ 
ｻｰﾋﾞｽ 

KIDEN DEVELOPMENT 
CORPORATION OF 
THE PHILIPPINES. 
（連結子会社）1社 

部材 

製品 

ﾘﾍﾟｱ 
ｻｰﾋﾞｽ 

部材 

製品 

製品 

ｻｰﾋﾞｽ 

部材 

製品 

ｻｰﾋﾞｽ 

製品・ 
ｻｰﾋﾞｽ 

製品・ 
ｻｰﾋﾞｽ 
又は部材 

[開発･製造･販売･保守会社] 

[診断･簡易修理･評価会社] 

[製造･販売会社] 

[工事施工･保守･販売会社] 

[製造･販売会社] 

[サービス･販売会社] 

製品・サービス 

サービス 

製品 

[土地保有会社] 

工場用地 
の 賃 借 

製品・サービス 

サービス 

[事業の系統図] 

平成 15年 9月 30日現在 
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経営方針 
 
 当社およびグループ各社は下記の当社経営基本方針を共有し、グループ全体の利益増進と経営の
効率化を目指しております。 
 
（a）会社の経営の基本方針および対処すべき課題 
 当社グループは、「ヒューマンインターフェイスをつかさどる製品やサービスの提供」をコンセプ
トに、ＩＴに内在する無限の可能性を追求するとともに最先端、高性能、高信頼を備えた強いテク
ノロジーをベースとしたシステム製品の開発と積極的なマーケティングを行ってまいります。これ
を基盤に、高い品質のプロダクトにサービスを加え、顧客の機器導入から運用までをトータルにサ
ポートするサービス（ライフサイクルマネジメント）を継続して拡大し、広く社会の発展に貢献す
る事業活動を行うことを基本方針としております。 
[会社の対処すべき課題] 
 今後の見通しにつきましては、国内企業の設備投資の活発化や株価水準の上昇が見られるものの、
後半の急速な円高など依然として先行き不安定な状況であります。 
 このような状況のなかで、当社グループはより高い収益力を備えた体質へ改善を図るため、ロー
コストで高効率の製造体制の確立、自主営業の強化、成長を続ける中国市場を睨んだグローバルビ
ジネスの推進などの重要課題に取り組むとともに、本年 4月 1日より「SF(Scrum Forward)2004」
を展開し、「さらなる利益体質への改善」「カスタマフォーカス主体の企業文化創造」をテーマに、
顧客満足度や製品品質の一層の向上などを目標とした事業活動を積極的に推進し全社一丸となって
業績の維持拡大に努めてまいります。 
 
（b）会社の利益配分に関する考え方 
 当社の利益配分は、株主各位への安定的な配当に十分配慮するとともに、事業の拡大と収益力の
向上のための内部留保に努めることを基本としており、各事業年度の利益状況と将来の事業発展を
考慮し、配当金を決定しております。 
当中間期は当期増益予想を反映し、1 株当たり中間配当金を 5 円とさせていただくことにいたし
ました。 
また、平成 16年 3月期の 1株当たり年間配当金は 10円を予想しておりますが、その時点の損益
実績状況を考慮し決定いたします。 
 
（c）親会社との関係 
 当社は、富士通グループの一員として製品の開発、製造、販売および各種サービスを提供してま
いります。 
 
（d）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 
 当社グループでは、常に株主の視点にたった経営を行うことを基本とし、経営判断の迅速化を図
るとともに、企業の透明性の観点から、経営チェック機能の充実に努めております。 
 取締役会は、取締役 10名と監査役３名（うち社外監査役１名）で構成され、毎月１回会議を開催
しており、重要事項は全て付議され、業績の進捗についても議論し対策などを決定しております。 
 また、常勤役員 12名で構成される経営会議を毎月２回開催し、業務執行に関する重要事項の決定
や各部門から業務報告などを行っております。 
 当社は監査役制度を採用しており、各監査役は取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、
客観的かつ独立した立場で取締役の職務執行を監視しております。また、内部監査機能の強化を図
るため、監査部門を設置し業務監査を実施しております。 
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経営成績及び財政状態 
 

（ａ）経営成績 

 当連結中間期におけるわが国経済は、後半の急速な円高など依然として先行き不透明感は払拭で

きない状況でありますが、米国景気の回復期待、株価水準が上昇傾向に転じたことに加え、企業の

設備投資に持ち直しの気配が現れるなど、わずかながら回復の兆しが見えてまいりました。 

 このような環境のなか、当中間期は、既存の事業分野において新技術投入や機能強化による付加

価値の高い製品の供給を行うなど競争力強化に努めるとともに、中国市場への本格参入に向けた体

制の整備、顧客の機器導入から運用までをトータルにサポートするＬＣＭ（ライフサイクルマネジ

メント）サービスの提供、自主製品の拡販など積極的な事業活動を展開いたしました結果、期初計

画を上回ることは出来ましたが、中間連結受注高は３９,９９３百万円（前年同期比１３.０％減）、

中間連結売上高は４３,９６６百万円（同０.６％増）となりました。 

 損益につきましては、物流費、製造コストなどの総合的な経費削減、効率化の諸施策を推進いた

しましたが、新製品の開発投資や価格競争の激化による原価率の上昇などにより、中間連結経常利

益６７１百万円、中間連結当期純利益２５４百万円となりました。 

  

 当連結中間期における部門別の概況は次のとおりであります。 

 

[金融・自動機部門] 

 金融・自動機部門につきましては、昨年の韓国金融機関の週休 2 日制導入に伴うリサイクル型Ａ

ＴＭの集中供給および大手銀行などの国内営業店向け端末のシステム更改需要が一段落する一方で、

2004年 7月の新紙幣発行を控え、金融機関向けＡＴＭ、公営競技関連機器ともに改造・リプレース

の需要が活発化しつつあります。市場環境は、より低価格で高機能な製品が求められており厳しさ

を増しておりますが、海外生産のウエイトを大幅に増やしてローコストを推進し、競争力の強化に

努めました結果、連結受注高は２９,８２５百万円（前年同期比３.０％減）、連結売上高は 

３１,８１５百万円（同４.５％増）となりました。 

 自動機では、高品質で新紙幣への対応機能に優れた新機種「FACT－V model10」が多くの金融機

関から高い評価をいただき、ＡＴＭの主力製品として大きな成果をあげております。また、活性化

する既存自動機の改造需要に対しましては全社をあげて体制を整備し順調に対応を進めております。 

公営競技関連機器では、新紙幣対応機種への更改時期が前倒しとなったことに伴い需要が増加い

たしました。 

コンポーネント関連機器では、活性化する中国市場や欧州ユーロ通貨圏など海外に向けたユニッ

ト単体のビジネスが好調に推移しております。 

 

[流通部門] 

 流通部門につきましては、百貨店の売上低迷など流通業界を取り巻く環境は厳しい状況にあり、

ＰＯＳ、ハンディ端末とも価格競争が厳しくなっております。そのなかで、利便性の向上、商品管

理の簡素化といった市場のニーズに対応する新機能の搭載、ＩＣカード技術や独自の設計技術を活

かした製品開発、海外調達によるコスト合理化を推進し、競争力の強化を図りましたが、流通業界

の投資先送りなどから、連結受注高は６,０６０百万円（前年同期比４４.３％減）、連結売上高は 

８,１２０百万円（同１８.７％減）となりました。 
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[表示部門] 

 表示部門につきましては、製造の効率化など競争力の強化と収益改善に向けた構造改革の成果は

徐々に現れており、さらに自発光型大型表示ビジネス市場での優位を目指してコストパフォーマン

スの向上を図り、ソリューションビジネスの強化などを推進いたしました結果、受注高は商談成約

時期の延伸から３,３８４百万円（前年同期比２.１％減）となりましたが、連結売上高は３,３１０ 

百万円（同４４.８％増）を計上することができました。 

 主な受注・売上につきましては、レース場関連で、前期に新規開発した屋外仕様のフルカラー 

ＬＥＤ  ユニット（製品名：FlexSign）を使用し、世界最大級の画面サイズ（16m×31m）を持

つ映像装置を川崎競馬場に納入したのをはじめ、馬場内映像装置を船橋競馬場、場外表示システム

をオフトひたちなかに、それぞれご採用いただきました。また、タッチパネル式パソコン（商品名：

Infotouch）をベースとし、自席でオッズ情報や成績情報を検索しながら投票できる端末を開発し、

京王閣競輪場、松戸競輪場でご利用いただいております。せり市場関連では、中古車せりシステム

が順調に伸展いたしました。医療関連では、15型ＬＣＤ  ユニットを表示媒体とする薄型の中待

合表示盤を川口医療センターに納入いたしました。 

 

ＬＥＤ（Light Emitting Diode）：発光ダイオード 
 
ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）：液晶ディスプレイ 

 

 

（ｂ）財政状態 
 当連結中間期における現金及び現金同等物については、前連結中間期末に比べ１,３２６百万円の
増加となりました。 
 当連結中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。 
[営業活動によるキャッシュ・フロー] 
 営業活動の結果、増加した資金は３,６３１百万円となりました。 
 主因は売上債権２,５２０百万円の減少、減価償却費９６０百万円および税金等調整前中間純利益
６７１百万円の計上によるものであります。 
[投資活動によるキャッシュ・フロー] 
 投資活動の結果、使用した資金は４１９百万円となりました。 
 主因は有形固定資産の取得３７４百万円であります。 
[財務活動によるキャッシュ・フロ－] 
 財務活動の結果、増加した資金は１,６５８百万円となりました。 
 主因は子会社の為替リスク回避のため一時的に短期借入金を増加し、買掛金の支払いを行ったた

め有利子負債１,７７８百万円が増加したことによるものであります。 
 
 
 

* 

* 

1 

* 2 

1 

* 2 
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中間連結財務諸表等 
（1）中間連結貸借対照表  

[単位:百万円] 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 15年9月 30日現在） (平成 14年 9月 30日現在) (平成 15年 3月 31日現在) 

期別 
 

科目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

     ％  ％  ％ 

（資産の部）       

Ⅰ 流 動 資 産       

７,０９９ 

１６,８６６ 

１４,４４９ 

８９６ 

８６２ 

△３８ 

５,７２１ 

１２,４０６ 

１３,９２４ 

１８２ 

１,４２２ 

△１４ 

２,２３９ 

１９,４３７ 

１３,９８０ 

３１４ 

１,１２９ 

△１７ 

 

 

 

 

 

 

 1. 
2. 
3. 
4. 
5. 
 

 現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
流 動 資 産 合 計 ４０,１３６ 

 

 

 

 

 

 

７８.２ ３３,６４３ 

 

 

 

 

 

 

７０.７ ３７,０８３ ７４.７ 

Ⅱ 固 定 資 産       

 

４,２３１ 

８１１ 

２,０３３ 

１６ 

１,８７８ 

８,９７１ 

 

９０１ 

８ 

９１０ 

 

２６１ 

８５２ 

４６７ 

△２４９ 

１,３３１ 

 

４,６２１ 

１,０７７ 

２,０６７ 

１４２ 

２,１０３ 

１０,０１２ 

 

１,６２０ 

９ 

１,６２９ 

 

１８４ 

１,９３８ 

４２６ 

△２４５ 

２,３０３ 

 

４,６４７ 

６７１ 

２,０５６ 

３４９ 

１,８６０ 

９,５８５ 

 

９６３ 

８ 

９７２ 

 

２２９ 

１,５７９ 

４７２ 

△２４９ 

２,０３２ 

 

 

 

 

 

 

１９.３ 

 

 

 

２.０ 

 

 

 

 

 

４.１ 

 1. 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
 
2. 
(1) 
(2) 
 
3. 
(1) 
(2) 
(3) 

 有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 
有形固定資産合計 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 
無形固定資産合計 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投資その他の資産合計 

固 定 資 産 合 計 １１,２１３ 

 

 

 

 

 

 

１７.５ 

 

 

 

１.８ 

 

 

 

 

 

２.６ 

２１.８ １３,９４５ 

 

 

 

 

 

 

２１.０ 

 

 

 

３.４ 

 

 

 

 

 

４.８ 

２９.３ １２,５８９ ２５.３ 

Ⅲ 繰 延 資 産       

０ 

－ 

４ 

－ 

０ 

１ 

 

 

   創 立 費 
開 業 費 
繰 延 資 産 合 計 ０ 

 

 

０.０ ４ 

 

 

０.０ ２ ０.０ 

資 産 合 計 ５１,３５０ １００.０ ４７,５９３ １００.０ ４９,６７５ １００.０ 
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[単位:百万円] 

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成 15年9月 30日現在） (平成 14年 9月 30日現在) (平成 15年 3月 31日現在) 

期別 
 

科目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
     ％  ％   

（負債の部）       
Ⅰ 流 動 負 債       

１６,０２７ 

２,０３５ 

２６９ 

１,７４３ 

３,１５４ 

 １４,７４６ 

１２１ 

３２ 

１,５００ 

２,６７０ 

 １６,８４８ 

２９６ 

５０ 

１,７０６ 

３,００６ 

  1. 
2. 
3. 
4. 
5. 

 支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
そ の 他 

流 動 負 債 合 計 ２３,２３０ ４５.２ １９,０７２ ４０.１ ２１,９０８ ４４.１ 

Ⅱ 固 定 負 債       

６３９ 

２,６３８ 

７２ 

５ 

 １,４０１ 

２,３２４ 

５６ 

５ 

 ６３９ 

２,３６６ 

７４ 

５ 

  1. 
2. 
3. 
4. 

 長 期 未 払 金 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
そ の 他 
固 定 負 債 合 計 ３,３５６ ６.５ ３,７８８ ８.０ ３,０８７ ６.２ 

負 債 合 計 ２６,５８７ ５１.８ ２２,８６０ ４８.０ ２４,９９５ ５０.３ 

       

（少数株主持分）       

少 数 株 主 持 分 １ ０.０ 1 ０.０ １ ０.０ 

       

（資本の部）       

Ⅰ 資 本 金 ８,４５７ １６.５ ８,４５７ １７.８ ８,４５７ １７.０ 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 ８,２２２ １６.０ ８,２２２ １７.３ ８,２２２ １６.６ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ８,３８７ １６.３ ８,３３９ １７.５ ８,３０９ １６.７ 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ４０ ０.１ ３５ ０.１ ２０ ０.０ 

Ⅴ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △３４１ △０.７ △３２０ △０.７ △３２６ △０.７ 

Ⅵ 自 己 株 式 △５ △０.０ △２ △０.０ △４ △０.０ 

資 本 合 計 ２４,７６１ ４８.２ ２４,７３１ ５２.０ ２４,６７８ ４９.７ 
        
負債、少数株主持分及び資本合計 ５１,３５０ １００.０ ４７,５９３ １００.０ ４９,６７５ １００.０ 
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（2）中間連結損益計算書 
[単位:百万円] 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

自平成 15年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 
至平成 15年 9月 30日 至平成 14年 9月 30日 至平成 15年 3月 31日 

期別 
 
 

科目 
金 額 売上高比 金 額 売上高比 金 額 売上高比 

     ％  ％  ％ 
Ⅰ 売 上 高 ４３,９６６ １００.０ ４３,６９０ １００.０ ８５,１７１ １００.０ 
Ⅱ 売 上 原 価 ３５,６０２ ８１.０ ３４,１０６ ７８.１ ６７,３１３ ７９.０ 
売 上 総 利 益 ８,３６３ １９.０ ９,５８４ ２１.９ １７,８５８ ２１.０ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ７,１４６ １６.３ ７,１１６ １６.３ １４,００２ １６.４ 
営 業 利 益 １,２１７ ２.８ ２,４６７ ５.６ ３,８５６ ４.５ 

Ⅳ 営 業 外 収 益       
 1. 

2. 
3. 

 受 取 利 息 
受 取 配 当 金 
雑 収 入 

２ 
０ 
４２ 

 ８ 
０ 
１６ 

 
 
 

９ 
１ 
４０ 

 

営 業 外 収 益 計 ４５ ０.１ ２６ ０.１ ５１ ０.１ 
Ⅴ 営 業 外 費 用       
 1. 

2. 
3. 
4. 
5. 
6. 

 支 払 利 息 
為 替 差 損 
た な 卸 資 産 廃 却 損 
固 定 資 産 廃 却 損 
退職給付積立不足等償却額 
雑 支 出 

８ 
４３ 
１４１ 
７３ 
１８９ 
１３４ 

 １０ 
１７０ 
２３７ 
－ 
１８９ 
７１ 

 １５ 
３４０ 
３８６ 
－ 
３７８ 
８４ 

 

営 業 外 費 用 計 ５９１ １.３ ６８０ １.６ １,２０５ １.４ 
経 常 利 益 ６７１ １.５ １,８１３ ４.２ ２,７０２ ３.２ 

Ⅵ 特 別 利 益       
 1. 

2. 
 固 定 資 産 売 却 益 
そ の 他 

－ 
－ 

 － 
１ 

 ３１ 
１ 

 

特 別 利 益 計 － － １ ０.０ ３３ ０.０ 
Ⅶ 特 別 損 失       
 1. 

2. 
3. 
4. 
5. 
6. 

 固 定 資 産 廃 却 損 
投資有価証券評価損 
事 業 構 造 改 善 費 用 
た な 卸 資 産 廃 却 損 
貸 倒 損 失 
そ の 他 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 １ 
－ 
－ 
７２ 
－ 
２ 

 １７ 
２３ 
５４３ 
－ 
７６ 
８ 

 

特 別 損 失 計 － － ７６ ０.２ ６６９ ０.８ 
税金等調整前中間（当期）純利益  ６７１ １.５ １,７３８ ４.０ ２,０６６ ２.４ 
法人税，住民税及び事業税 ２８５ ０.６ ２３ ０.１ ４７ ０.１ 
法 人 税 等 調 整 額 １３１ ０.３ ６７７ １.６ ９１５ １.１ 
少 数 株 主 損 益 － － ０ ０.０ ０ ０.０ 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ２５４ ０.６ １,０３７ ２.４ １,１０３ １.３ 
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（3）中間連結剰余金計算書 
[単位:百万円] 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 

自平成 15年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 
至平成 15年 9月 30日 至平成 14年 9月 30日 至平成 15年 3月 31日 

期別 
 
 

科目 
金 額 金 額 金 額 

        

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高       

 資本準備金期首残高 ８,２２２ ８,２２２ ８,２２２ ８,２２２ ８,２２２ ８,２２２ 

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高   ８,２２２  ８,２２２  ８,２２２ 

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ８,３０９ ８,３０９ ７,３９８ ７,３９８ ７,３９８ ７,３９８ 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 1. 中間（当期）純利益 ２５４ ２５４ １,０３７ １,０３７ １,１０３ １,１０３ 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 1. 配 当 金 １２０  ９６  １９２  

 2. 役 員 賞 与 ５６ １７６ － ９６ － １９２ 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   ８,３８７  ８,３３９  ８,３０９ 
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（4）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
[単位:百万円] 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の 
要約連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

自平成 15年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 
至平成 15年 9月 30日 至平成 14年 9月 30日 至平成 15年 3月 31日 

期別 
 
 

科目 
金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    
６７１ 
９６０ 
２７０ 
△１ 
２０ 
△３ 
８ 
９０ 
２ 
－ 
７２ 
－ 
４ 
２ 

２,５２０ 
△４４１ 
－ 

△９１２ 
４９１ 
△５６ 

１,７３８ 
９２７ 
２９２ 
△６８ 
５ 
△９ 
１０ 
１１７ 
－ 
－ 
１ 
－ 
－ 
－ 

△１,０７８ 
△３２ 
－ 

１,７８７ 
９７３ 
－ 

２,０６６ 
２,６２６ 
３４０ 
△４９ 
１２ 
△１１ 
１５ 
２３ 
２３ 
５ 
６３ 
△３１ 
４８ 
１ 

△８,１５０ 
△２０９ 
５４８ 
４,０４５ 
１,４１０ 
－ 

３,７０２ 
３ 
△８ 
△６６ 

４,６６５ 
９ 
△１０ 
△１６ 

２,７８０ 
１１ 
△１４ 
△２２ 

  税金等調整前中間（当期）純利益 
減 価 償 却 費 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
役員退職慰労引当金の減少額 
貸倒引当金の増加額 (△減少額 ) 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
為 替 差 損 益 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
投 資 有 価 証 券 売 却 損 
固 定 資 産 廃 却 損 
固 定 資 産 売 却 益 
固 定 資 産 売 却 損 
繰 延 資 産 の 償 却 
売上債権の減少額 (△増加額 ) 
た な 卸 資 産 の 増 加 額 
未 払 費 用 の 増 加 高 
仕入債務の増加額 (△減少額 ) 
そ の 他 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
小 計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 
営業活動による ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ ３,６３１ ４,６４７ ２,７５４ 

     
Ⅱ 投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    

８ 
△３０ 
－ 
－ 

△３７４ 
４４ 
△６７ 
－ 
－ 

－ 
△３ 
－ 
－ 

△１,３３６ 
４ 

△１８４ 
１７４ 
△１ 

－ 
△３４ 
△１１５ 
１３ 

△２,８１０ 
６１ 
△３９０ 
１８１ 
△８５ 

  定期預金の払戻しによる収入 
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
投資有価証券の取得による支出 
投資有価証券の売却等による収入 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
無形固定資産の取得による支出 
そ の 他 投 資 活 動 に よ る 収 入 
そ の 他 投 資 活 動 に よ る 支 出 
投資活動による ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ △４１９ △１,３４６ △３,１７９ 

     
Ⅲ 財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ    

１,７７８ 
－ 
△０ 
△１２０ 

△６１９ 
△１７ 
△１ 
△９６ 

△３８５ 
△４４ 
△３ 
△１９２ 

  短 期 借 入 金 の 増 減 額 
長期借入金の返済による支出 
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
配 当 金 の 支 払 額 
財務活動による ｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ １,６５８ △７３５ △６２５ 

     
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △３２ △５４ ４９ 
     
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ４,８３７ ２,５１０ △１,００１ 
     
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 ２,１９７ ３,１９９ ３,１９９ 
     
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ７,０３５ ５,７０９ ２,１９７ 
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（5）中間連結財務諸表作成の基本となる事項 
1. 連結の範囲に関する事項 
 すべての子会社を連結しております。 
 連結子会社は、以下の 6社であります。 
  ＦＫＭ Ｃｏ．，Ｌｔｄ． 
  富士通フロンテックカストマサービス株式会社 
  FUJITSU DIE－TECH CORPORATION OF THE PHILIPPINES 
    KIDEN DEVELOPMENT CORPORATION OF THE PHILIPPINES 
    株式会社ライフクリエイト 
    株式会社プロダクトサービスエンタープライズ 
2. 持分法の適用に関する事項 
 該当事項はありません。 
3. 連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。 
4. 会計処理基準に関する事項 
 （1）重要な資産の評価基準および評価方法 
  ①有価証券 
満期保有目的債券 ・・・・・ 償却原価法（定額法） 
その他有価証券   
時価のあるもの ・・・・・ 中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
時価のないもの ・・・・・ 移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産 
製品・仕掛品 ・・・・・ 個別法および総平均法による原価法 
材 料 ・・・・・ 先入先出法による原価法 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ①有形固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 
    当社および国内連結子会社では平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額

法、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づき、FUJITSU DIE－TECH CORPORATION OF THE 
PHILIPPINESでは定額法、FKM Co., Ltd では定率法によっております。 

  ②無形固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 
市場販売目的のソフトウエア ・・・・・ 見込販売数量に基づく方法 
自社利用のソフトウエア ・・・・・ 定額法 
そ の 他 無 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法 

 （3）重要な繰延資産の処理方法 
創立費 ・・・・・ 富士通ﾌﾛﾝﾃｯｸｶｽﾄﾏｻｰﾋﾞｽ㈱、㈱ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄｻｰﾋﾞｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞについては、創立費を繰延資産

に計上し、５年間で均等償却をしております。 
 （4）重要な引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金 ・・・・・  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 
 なお、在外連結子会社については、その回収可能性を勘案した所要見積額

を計上しております。 
退職給付引当金 ・・・・・  当社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異については、１０年による按分額を費用処理し

ております。 
 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
役員退職慰労引当金 ・・・・・  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間

連結期末要支給額を計上しております。 
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 （5）重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 （6）消費税等の会計処理方法 
    税抜方式によっております。 
5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   該当する事項はありません。 
6. 連結調整勘定の償却に関する事項 
   該当する事項はありません。 
7. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
[注記事項] 
 （中間連結貸借対照表関係） 

 有形固定資産の減価償却累計額 １６,００９百万円 
 
 （中間連結損益計算書関係） 

 販売費及び一般管理費の主な費目および金額  
 発送費 ２８０百万円 
 商品修理費 ７６０百万円 
 従業員給与手当 １,７６４百万円 
 従業員賞与 ６５９百万円 
 退職給付引当金繰入額 １０５百万円 
 役員退職慰労引当金繰入額 １８百万円 
 試作材料費 １,８５９百万円 

 
 （中間連結キャッシュ・フロー関係） 
   現金及び現金同等物の当中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
   （平成 15年 9月 30日） 
現金及び預金勘定 
預け入れ期間が３ヶ月を越える定期預金 

７,０９９百万円 
△６４百万円 

現金及び現金同等物 ７,０３５百万円 
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①（セグメント情報） 
 1. 事業の種類別セグメント情報 
  当連結グループは、電気機械器具の製造・販売を行う単一の事業活動を営んでいるため、該当事項はありません。 
 
 2. 所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自平成 15 年 4 月 1 日 至平成 15 年 9 月 30 日）               （百万円） 
 日本 アジア 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上高 

 
 

４１,４０９ 
３０５ 

 
 

２,５５６ 
１,７１４ 

 
 

４３,９６６ 
２,０２０ 

 
 
－ 

（２,０２０） 

 
 

４３,９６６ 
－ 

計 ４１,７１５ ４,２７１ ４５,９８７ （２,０２０） ４３,９６６ 
営業費用 ３９,５６７ ４,４２８ ４３,９９６ （１,２４６） ４２,７４９ 
営業利益 ２,１４８ △１５７ １,９９０ （７７３） １,２１７ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・フィリピン、韓国 
   ③ 営業費用のうち，消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は８３１百万円であり、その主な

ものは、当社の総務･経理部門等の管理部門に係る費用であります 
前中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 14 年 9 月 30 日）               （百万円） 
 日本 アジア 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上高 

 
 

３８,７７７ 
４,０９６ 

 
 

４,９１３ 
２３０ 

 
 

４３,６９０ 
４,３２７ 

 
 
－ 

（４,３２７） 

 
 

４３,６９０ 
－ 

計 ４２,８７４ ５,１４３ ４８,０１７ （４,３２７） ４３,６９０ 
営業費用 ３９,３１７ ５,１１４ ４４,４３２ （３,２０９） ４１,２２２ 
営業利益 ３,５５６ ２９ ３,５８５ （１,１１８） ２,４６７ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・フィリピン、韓国 
   ③ 営業費用のうち，消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は１,１０４百万円であり、その

主なものは、当社の総務･経理部門等の管理部門に係る費用であります 
前連結会計年度（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日）                （百万円） 
 日本 アジア 計 消去又は全社 連結 
Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上高 

 
 

７６,７３２ 
６,５２３ 

 
 

８,４３９ 
７８７ 

 
 

８５,１７１ 
７,３１０ 

 
 
－ 

（７,３１０） 

 
 

８５,１７１ 
－ 

計 ８３,２５５ ９,２２７ ９２,４８２ （７,３１０） ８５,１７１ 
営業費用 ７７,２３５ ９,１９２ ８６,４２８ （５,１１２） ８１,３１５ 
営業利益 ６,０１９ ３５ ６,０５４ （２,１９８） ３,８５６ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・フィリピン、韓国 
   ③ 営業費用のうち，消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は２,２１８百万円であり、その

主なものは、当社の総務･経理部門等の管理部門に係る費用であります 
   ④ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は７,８１６百万円であり，その主なものは当

社での余資運用資金（現金および有価証券）および管理部門に係る資産であります。 
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 3. 海外売上高 
当中間連結会計期間（自平成 15 年 4 月 1 日 至平成 15 年 9 月 30 日）               （百万円） 
 アジア その他の地域 計 
Ⅰ 海外売上高 ２,７４９ ４２４ ３,１７３ 
Ⅱ 連結売上高 － － ４３,９６６ 
Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） ６.３ １.０ ７.２ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・台湾、タイ、シンガポール、フィリピン、韓国、中国 
   ③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
前中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 14 年 9 月 30 日）               （百万円） 
 アジア その他の地域 計 
Ⅰ 海外売上高 ４,９２９ ２５１ ５,１８０ 
Ⅱ 連結売上高 － － ４３,６９０ 
Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） １１.３ ０.６ １１.９ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・台湾、タイ、シンガポール、フィリピン、韓国、中国 
   ③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
前連結会計年度（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日）                （百万円） 
 アジア その他の地域 計 
Ⅰ 海外売上高 １０,５３１ １,１６２ １１,６９３ 
Ⅱ 連結売上高 － － ８５,１７１ 
Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） １２.４ １.４ １３.７ 
（注）① 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
   ② 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
      アジア・・・台湾、タイ、シンガポール、フィリピン、韓国、中国 
   ③ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
 
②（リース取引関係） 
 当社は、証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので記載を省略しており
ます。 
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③（有価証券） 
 （当中間連結会計期間末）（平成 15 年 9 月 30 日現在） 

1. その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 
種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額  差額 

（1）株式 
（2）債券 
（3）その他 

３３ 
－ 
－ 

１０１ 
－ 
－ 

６８ 
－ 
－ 

合計 ３３ １０１ ６８ 
  2. 時価評価されていない主な「有価証券」                      （単位：百万円） 

種類 中間連結貸借対照表計上額 摘 要 
（1）満期保有目的の債券 
    非上場外国債券 
（2）その他有価証券 
    非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
１６ 

 
１４２ 

 
 

合計 １５９  
 
 （前中間連結会計期間末）（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
  1. その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額  差額 
（1）株式 
（2）債券 
（3）その他 

７５ 
－ 
－ 

１３６ 
－ 
－ 

６１ 
－ 
－ 

合計 ７５ １３６ ６１ 
  2. 時価評価されていない主な「有価証券」                      （単位：百万円） 

種類 中間連結貸借対照表計上額 摘 要 
（1）満期保有目的の債券 
    非上場外国債券 
（2）その他有価証券 
    非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
２ 

 
４４ 

 
 

合計 ４７  
 
 （前連結会計年度末）（平成 15 年 3 月 31 日現在） 
  1. その他有価証券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額  差額 
（1）株式 
（2）債券 
（3）その他 

３３ 
－ 
－ 

６８ 
－ 
－ 

３４ 
－ 
－ 

合計 ３３ ６８ ３４ 
  2. 時価評価されていない主な「有価証券」                      （単位：百万円） 

種類 中間連結貸借対照表計上額 摘 要 
（1）満期保有目的の債券 
    非上場外国債券 
（2）その他有価証券 
    非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
１６ 

 
１４４ 

 
 

合計 １６１  
 
④（デリバティブ取引に関する情報） 
  当中間連結会計期間（自平成 15 年 4 月 1 日 至平成 15 年 9 月 30 日） 
該当事項はありません。 
前中間連結会計期間（自平成 14 年 4 月 1 日 至平成 14 年 9 月 30 日） 
該当事項はありません。 
前連結会計年度（平成 14 年 4 月 1 日 至平成 15 年 3 月 31 日） 
該当事項はありません。 
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⑤（生産、受注及び販売の状況） 
     
 1. 生産高                                       （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自平成 15年 4 月 1 日 
至平成 15年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 14年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 15年 3月 31日 

部    門 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
 

金融・自動機 
流    通 
表    示 
そ  の  他 

 
３３,２８４ 
７,９６６ 
３,６３０ 
６３７ 

％ 
７３.１ 
１７.５ 
８.０ 
１.４ 

 
２７,７３６ 
９,５７０ 
２,８３６ 
１,０７４ 

％ 
６７.３ 
２３.２ 
６.９ 
２.６ 

 
５５,０９４ 
１８,３６２ 
７,１７４ 
１,９８１ 

％ 
６６.７ 
２２.２ 
８.７ 
２.４ 

合 計 ４５,５１９ １００.０ ４１,２１６ １００.０ ８２,６１３ １００.０ 
     
 2. 受注高                                      （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自平成 15年 4 月 1 日 
至平成 15年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 14年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 15年 3月 31日 

部    門 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
 

金融・自動機 
流    通 
表    示 
そ  の  他 

 
２９,８２５ 
６,０６０ 
３,３８４ 
７２３ 

％ 
７４.６ 
１５.２ 
８.５ 
１.７ 

 
３０,７６０ 
１０,８８２ 
３,４５８ 
８７７ 

％ 
６６.９ 
２３.７ 
７.５ 
１.９ 

 
５９,１２５ 
１９,５５３ 
６,７５３ 
１,９８０ 

％ 
６７.６ 
２２.４ 
７.７ 
２.３ 

合 計 ３９,９９３ １００.０ ４５,９８０ １００.０ ８７,４１３ １００.０ 
 
受 注 残 高 ８,８３９ １２,８５９ １２,８１１ 
     
 3. 販売高                                      （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 
自平成 15年 4 月 1 日 
至平成 15年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 14年 9月 30日 

自平成 14年 4 月 1 日 
至平成 15年 3月 31日 

部    門 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
 

金融・自動機 
流    通 
表    示 
そ  の  他 

 
３１,８１５ 
８,１２０ 
３,３１０ 
７１８ 

％ 
７２.４ 
１８.５ 
７.５ 
１.６ 

 
３０,４５０ 
９,９８８ 
２,２８７ 
９６４ 

％ 
６９.７ 
２２.９ 
５.２ 
２.２ 

 
５７,７８３ 
１９,３９４ 
５,９０４ 
２,０９０ 

％ 
６７.８ 
２２.８ 
６.９ 
２.５ 

合 計 ４３,９６６ １００.０ ４３,６９０ １００.０ ８５,１７１ １００.０ 
 
注）上記生産高、受注高、販売高の部門別内訳につきましては、当中間連結会計期間より一部、部門間において取り

扱い製品の変更があり、前連結会計期間および前連結会計年度を当中間連結会計期間と比較可能となるよう遡及

して記載しております。 
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平成１６年３月期    個別中間財務諸表の概要   平成 15年 10月 29日 
以降Ｍ 
上場会社名 富士通フロンテック株式会社 上場取引所 東京 
コード番号 ６９４５ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.frontech.fujitsu.com/） 
 代表者役職名 代表取締役社長  
 氏名 宮澤達士  
問合せ先 責任者役職名 総務部長  
 氏名 福原満夫 ＴＥＬ （０４２）３７７－５１１２ 
中間決算取締役会開催日 平成 15年 10月 29日 中間配当制度の有無 有 
中間配当支払開始日 平成 15年 12月 1日 単元株制度採用の有無 有（1単元 100株） 
 
1. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日～平成 15年 9月 30日） 
（1）経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

15年 9月中間期 41,484 △2.8 1,296 △46.0 794 △52.7 
14年 9月中間期 42,689 128.2 2,402 － 1,679 － 
15年 3月期 82,820  3,719  2,697  
 
 1株当たり中間 

 
中間（当期）純利益 

（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭 

15年 9月中間期 398 △56.0 16.61 
14年 9月中間期 906 － 37.75 
15年 3月期 1,157  45.90 
(注) ①期中平均株式数 15年 9月中間期 24,004,241株 14年 9月中間期 24,010,058株 15年 3月期 24,007,921株 

 ②会計処理の方法の変更 無   
 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（2）配当状況 
 1株当たり  

 
1株当たり 
中間配当金 年間配当金  

 円 銭 円 銭 （注）14年 9月中間期中間配当金内訳 
15年 9月中間期 5.00 － 記念配当 －円 －銭 
14年 9月中間期 4.00 － 特別配当 －円 －銭 

15年 3月期 － 5.00  
 
（3）財政状態 
 総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
15年 9月中間期 50,534 26,182 51.8 1,090.78 
14年 9月中間期 48,078 25,802 53.7 1,074.70 
15年 3月期 50,100 25,940 51.8 1,078.32 
(注) 期末発行済株式数 15年 9月中間期 24,003,713株 14年 9月中間期 24,008,736株 15年 3月期 24,004,612株 

 期末自己株式数 15年 9月中間期 11,449株 14年 9月中間期 6,426株 15年 3月期 10,550株 

 
2. 16年 3月期の業績予想（平成 15年 4月 1日～平成 16年 3月 31日） 

1株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 
通 期 94,000 3,600 1,900 5.00 10.00 

（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 76円 82銭 
※ 上記に記載した予想数値は，現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり，多分に不確定な要素を含

んでおります．従いまして，実際の業績等は，業況の変化等により，この資料に記載されている予想とは大きく

異なる場合がありますことをご承知おき下さい． 
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個別財務諸表等 
（1）中間貸借対照表  

[単位:百万円] 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の 

要約貸借対照表 
（平成15年9月30日現在） (平成 14年 9月 30日現在) (平成 15年 3月 31日現在) 

期別 
 

科目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

     ％  ％  ％ 

（資産の部）       

Ⅰ 流 動 資 産       

６,５２３ 

５８４ 

１６,０１３ 

３,０９７ 

５,０３２ 

４,６４３ 

８５７ 

１,８７３ 

△３３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４,９５４ 

３９９ 

１４,８５０ 

１,１０３ 

５,１９４ 

４,６２８ 

１４５ 

２,０６２ 

△８ 

 １,８２８ 

６４６ 

２１,３５１ 

１,６２１ 

４,５１０ 

４,６９９ 

２６９ 

１,８３１ 

△１５ 

  1. 
2. 
3. 
4. 
5. 
6. 
7. 
8. 
9. 
 

 現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
製 品 
材 料 
仕 掛 品 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
流 動 資 産 合 計 ３８,５９２ ７６.４ ３３,３２９ ６９.３ ３６,７４４ ７３.３ 

Ⅱ 固 定 資 産       

 

３,９５７ 

６０９ 

１,７６１ 

１,８０６ 

１６ 

 

 

 

 

 

 

 

４,２７２ 

７５０ 

１,９６７ 

１,８０７ 

１４２ 

  

４,１０６ 

６６６ 

１,７５８ 

１,８０６ 

３４９ 

 

８,１５２ 

 

８８５ 

８ 

１６.１ 

 

 

 

８,９４０ 

 

１,６０９ 

９ 

１８.６ ８,６８８ 

 

９４３ 

８ 

１７.３ 

８９３ 

 

２４４ 

１,４７６ 

８４５ 

２４８ 

３３０ 

△２４９ 

１.８ 

 

 

 

 

 

 

 

１,６１９ 

 

１８１ 

１,４７６ 

１,９３６ 

５０７ 

３３２ 

△２４５ 

３.４ ９５２ 

 

２１３ 

１,４７６ 

１,５７８ 

３５９ 

３３６ 

△２４９ 

１.９ 

２,８９５ ５.７ ４,１８９ ８.７ ３,７１４ ７.５ 

 1. 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
 
2. 
(1) 
(2) 
 
3. 
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 

 有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
工具器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
有形固定資産合計 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ エ ア 
そ の 他 
無形固定資産合計 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
繰 延 税 金 資 産 
関係会社長期貸付金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投資その他の資産合計 
固 定 資 産 合 計 １１,９４２ ２３.６ １４,７４９ ３０.７ １３,３５６ ２６.７ 

資 産 合 計 ５０,５３４ １００.０ ４８,０７８ １００.０ ５０,１００ １００.０ 
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[単位:百万円] 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 
前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成 15年9月 30日現在） (平成 14年 9月 30日現在) (平成 15年 3月 31日現在) 

期別 
 

科目 
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

     ％  ％   

（負債の部）       

Ⅰ 流 動 負 債       

１,７１６ 

１４,６１２ 

２,１８３ 

２６４ 

１,６４２ 

６７９ 

０ 

４ 

５３ 

１,６８４ 

１２,９４７ 

２,１７８ 

２０ 

１,４０３ 

２９３ 

－ 

１ 

８４ 

１,３１８ 

１５,４１１ 

２,６７７ 

２５ 

１,６０８ 

３６ 

４９ 

３ 

７８ 

  1. 
2. 
3. 
4. 
5. 
6. 
7. 
8. 
9. 

 支 払 手 形 
買 掛 金 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
前 受 金 
仮 受 金 
設 備 支 払 手 形 
そ の 他 
流 動 負 債 合 計 ２１,１５７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４１.９ １８,６１６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３８.７ ２１,２１０ ４２.３ 

Ⅱ 固 定 負 債       

２,５５３ 

－ 

６３９ 

 

 

 

２,２０２ 

５６ 

１,４０１ 

 ２,２３４ 

７４ 

６３９ 

  1. 
2. 
3. 
 

 退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 
長 期 未 払 金 

固 定 負 債 合 計 ３,１９３ ６.３ ３,６６０ ７.６ ２,９４９ ５.９ 

負 債 合 計 ２４,３５１ ４８.２ ２２,２７６ ４６.３ ２４,１５９ ４８.２ 

（資本の部）       

Ⅰ 資 本 金 ８,４５７ １６.７ ８,４５７ １７.６ ８,４５７ １６.９ 

Ⅱ 資 本 剰 余 金       

 1. 資 本 準 備 金 ８,２２２  ８,２２２  ８,２２２  

 資 本 剰 余 金 合 計 ８,２２２ １６.３ ８,２２２ １７.１ ８,２２２ １６.４ 

Ⅲ 利 益 剰 余 金       

 1. 利 益 準 備 金 ３４７  ３４７  ３４７  

 2. 任 意 積 立 金 ８,４７７  ７,７５１  ７,７５１  

 3. 中間（当期）未処分利益  ６４１  ９８８  １,１４４  

 利 益 剰 余 金 合 計 ９,４６７ １８.７ ９,０８８ １８.９ ９,２４４ １８.５ 

Ⅳ 
Ⅴ 
その他有価証券評価差額金 
自 己 株 式 

４０ 

△５ 

０.０ 

△０.０ 

３５ 

△２ 

０.０ 

△０.０ 

２０ 

△４ 

０.０ 

△０.０ 

資 本 合 計 ２６,１８２ ５１.８ ２５,８０２ ５３.７ ２５,９４０ ５１.８ 

負 債 ・ 資 本 合 計 ５０,５３４ １００.０ ４８,０７８ １００.０ ５０,１００ １００.０ 
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（2）中間損益計算書 
[単位:百万円] 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の 
要約損益計算書 

自平成 15年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 自平成 14年 4月 1日 
至平成 15年 9月 30日 至平成 14年 9月 30日 至平成 15年 3月 31日 

期別 
 
 

科目 
金 額 売上高比 金 額 売上高比 金 額 売上高比 

     ％  ％  ％ 
Ⅰ 売 上 高 ４１,４８４ １００.０ ４２,６８９ １００.０ ８２,８２０ １００.０ 
Ⅱ 売 上 原 価 ３３,１６０ ７９.９ ３３,３２３ ７８.１ ６５,４３６ ７９.０ 

売 上 総 利 益 ８,３２４ ２０.１ ９,３６５ ２１.９ １７,３８３ ２１.０ 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 ７,０２７ １６.９ ６,９６３ １６.３ １３,６６４ １６.５ 

営 業 利 益 １,２９６ ３.１ ２,４０２ ５.６ ３,７１９ ４.５ 
Ⅳ 営 業 外 収 益       
 1. 

2. 
 受取利息及び配当金 
雑 収 入 

２６ 
４０ 

 ２６ 
１６ 

 ５９ 
４２ 

 

営 業 外 収 益 計 ６６ ０.２ ４２ ０.１ １０１ ０.１ 
Ⅴ 営 業 外 費 用       
 1. 

2. 
3. 
4. 
5. 
6. 

 支 払 利 息 
為 替 差 損 
たな卸資産廃却損 
固 定 資 産 廃 却 損 
退職給付積立不足等償却額 
雑 支 出 

０ 
８５ 
８７ 
７３ 
１８９ 
１３１ 

 ２ 
２６５ 
２３７ 
－ 
１８９ 
７１ 

 ２ 
２８１ 
３７７ 
－ 
３７９ 
８２ 

 

営 業 外 費 用 計 ５６９ １.４ ７６５ １.８ １,１２３ １.４ 

経 常 利 益 ７９４ １.９ １,６７９ ３.９ ２,６９７ ３.３ 
Ⅵ 特 別 利 益       
 1.  固 定 資 産 売 却 益 －  －  ３１  
特 別 利 益 計 － － － － ３１ ０.０ 

Ⅵ 特 別 損 失       
 1. 

2. 
3. 
4. 
5. 

 固 定 資 産 廃 却 損 
投資有価証券評価損 
事業構造改善費用 
たな卸資産廃却損 
貸 倒 損 失 
そ の 他 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 １ 
－ 
－ 
７２ 
－ 
０ 

 １７ 
２３ 
４９４ 
－ 
７６ 
６ 

 

特 別 損 失 計 － － ７４ ０.２ ６１７ ０.７ 

税引前中間（当期）純利益 ７９４ １.９ １,６０４ ３.８ ２,１１１ ２.５ 
法人税，住民税及び事業税 ２６４ ０.６ ９ ０.０ １８ ０.０ 
法 人 税 等 調 整 額 １３１ ０.３ ６８８ １.６ ９３５ １.１ 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ３９８ １.０ ９０６ ２.１ １,１５７ １.４ 
前 期 繰 越 利 益 ２４３  ８２  ８２  
中 間 配 当 額 －  －  ９６  

中間（当期）未処分利益  ６４１  ９８８  １,１４４  
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（3）重要な会計方針 
 
1. 資産の評価基準及び評価方法 
 （1）有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

子会社及び関連会社株式 ・・・・・ 移動平均法による原価法 
その他有価証券   
時価のあるもの ・・・・・ 中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
時価のないもの ・・・・・ 移動平均法による原価法 

 （2）たな卸資産の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 
製品・仕掛品 ・・・・・ 個別法および総平均法による原価法 
材 料 ・・・・・ 先入先出法による原価法 

2. 固定資産の減価償却方法 
 （1）有形固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 
    定率法（建物の一部は定額法） 
 （2）無形固定資産の減価償却の方法は次のとおりであります。 

市場販売目的のソフトウエア ・・・・・ 見込販売数量に基づく方法 
自社利用のソフトウエア ・・・・・ 定額法 
そ の 他 無 形 固 定 資 産 ・・・・・ 定額法 

3. 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金 ・・・・・  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
退職給付引当金 ・・・・・  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。 
 なお、会計基準変更時差異については、１０年による按分額を

費用処理しております。 
 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

による定額法により翌事業年度から費用処理することとしており

ます。 
役員退職慰労引当金 ・・・・・  役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に

基づく中間期末要支給額を計上しております。 
4. リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
5. その他 
   消費税等の会計処理方法 
    税抜方式によっております。 
 
[注記事項] 
 （中間貸借対照表関係） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 １５,３１６百万円 
 
 （中間損益計算書関係） 

1. 減価償却実施額  
 有形固定資産 ６６３百万円 
 無形固定資産 ２３２百万円 
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①（リース取引関係） 
  当社は、証券取引法第 27条の 30の 6の規定に基づき電子開示手続きを行っておりますので記載を省略してお
ります。 

 
 
②（有価証券） 
  当中間会計期間、前中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価の

あるものはありません。 
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（ご参考） 
最近における四半期毎の業績の推移 
平成 16年 3月期（連結）                             [単位:百万円] 

摘 要 
第 1四半期 

(15年 4月～15年 6月) 

第 2四半期 

(15年 7月～15年 9月) 

第 3四半期 

(15年10月～15年12月) 

第 4四半期 

(16年 1月～16年 3月) 

売 上 高 １８,４４８ ２５,５１８   

営 業 利 益 ２８１ ９３５   

経 常 利 益 ２７１ ３９９   

当 期 純 利 益 １４０ １１３   

1株当たり当期純利益 
円 銭 
５.８５ 

 
４.７４ 

 
 

 
 

     

総 資 産 ４７,００８ ５１,３５０   

株 主 資 本 ２４,６４６ ２４,７６１   

1株当たり株主資本 
円 銭 

１,０２６.７５ 
 

１,０３１.５８ 
 
 

 
 

     
営業活動による 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

６,０５７ △２,４２５   

投資活動による 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

△２６１ △１５７   

財務活動による 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

△１２９ １,７８７   

 


